
事業評価書（事前）

事務事業名 人材大国を創造する先導的な取組の推進

( )目 的 柔軟で質の高い技術と能力を有する労働者、知恵を生み出す創造的人材が1
豊富に存在する人材立国の創造に向けた人材育成システムを確立する観点か

らの先導的な取組を推進することにより人材大国を確立し、もって我が国が

引き続き競争力や活力を保持・増進していくこととする。

( )内 容 上記の目的を達成するため、人材大国の創造に向けた推進体制の整備及び2
人材大国の創造を進めるための先導的な教育訓練の推進等に係る事業を実施

する。具体的な事業は以下のとおり。

① 「人材大国創造総合会議 （国レベル）及び「人材大国総合地域協議会」」

（都道府県レベル）の開催

総合的な教育訓練を実践的に推進していくため、大学・大学院、ＮＰＯ

等産官学関係者を構成員とした会議（協議会）を国及び都道府県レベルに

おいて開催し、国レベルにおいては総合的な教育訓練推進のための指針を

策定し、都道府県レベルにおいては地域の人材・訓練ニーズを把握・分析

を行うとともに、それに応じた教育訓練機会の開発整備及び教育訓練機会

の提供等を行う。

事 ②人材大国を創造するための先導的な教育訓練の推進

務 ⅰ 企業の基盤となるべき人材養成を大学・大学院、ＮＰＯ等多様な民間

事 教育訓練機関を活用し、先導的訓練等、多様・高度な職業訓練を委託に

業 より実施する（離職者対象 。）

の ⅱ 企業発展の中核となる高度な人材養成のための職業訓練コースを職業

、概 能力開発大学校と理工系大学等との密接な連携の下に設定するとともに

要 能力開発大学校において当該コースを実施する（在職者対象 。）

ⅲ 高齢者に対し、その職業経験等を活かして、新たな事業を興すための

講習を実施する（離職者対象 。）

③ 人材大国の創造に向けた社会・企業の仕組みづくり

ⅰ 労働者のキャリア形成支援に取り組む企業に対して、その取組みを効

果的に促進するための社会システムを整備する。

ⅱ 企業に対して、企業内労働者のキャリア形成を効果的に推進するため

の企業システムを整備する。

， （ ， ）予算額（案） ３ ５３１百万円 事業全体３ ５４６百万円

( )達成目標 本事業の達成目標については、地域の人材ニーズに見合った企業の基盤及3
び企業発展の中核となるような高度な人材養成を行うための訓練コースの開

発を行い、当該コースを活用した訓練を実施するとともに、労働者のキャリ

ア形成支援を推進するための社会・企業システムを整備する。具体的には以

下のとおり。

・ 上記（２）の①

「人材大国創造総合会議 （国レベル）においては、総合的な教育訓練」

推進のための指針を策定する。

「人材大国総合地域協議会 （都道府県レベル）においては、地域の人」

材・訓練ニーズを把握・分析を行うとともに、それに応じた教育訓練機会

の開発整備及び教育訓練機会の提供等を行う。

・ 上記（２）の②のⅰ

人を対象に委託訓練を実施し、企業の基盤となる人材として受講者7000
の再就職を図る。

・ 上記（２）の②のⅱ

訓練 コースを能開大において実施し、地域における企業の中核とな184
る人材育成を図る。

・ 上記（２）の②のⅲ



セミナーを センターで各１回実施し、受講者に創業に対する契機付け47
を図る。

・ 上記（２）の③のⅰ

企業がキャリア関係情報を労働市場に開示するシステムを開発・普及す

ることを通じて、労働市場全体における労働者のキャリア形成支援を推進

する。

・ 上記（２）の③のⅱ

労働者のキャリア形成を適切に行うための企業内モデルを開発・普及す

ることを通じて、企業内での労働者のキャリア形成支援を推進する。

( )必 要 性 〔国民や社会のニーズに照らした妥当性〕1
現下の厳しい雇用失業情勢の下にあって、効果的な職業能力開発システム

を構築することは、能力のミスマッチの解消に寄与し、雇用失業情勢の改善

に寄与するものであり、国民や社会のニーズに適合したものである 「産業。

構造改革・雇用対策本部 中間とりまとめ」において「人材育成・能力開発

の推進」が４本柱の１つに挙げられており、また 「今後の経済財政運営及、

び経済社会の構造改革に関する基本方針」において「労働力には、柔軟で質

の高い技術、能力が備わっている必要がある 「自発的な能力開発の支援」」、

、 。と指摘されているところであり 本事業は社会のニーズに応じたものである

〔公益性〕

人材大国を創造し、先導的教育訓練を行い人材育成を図ることは公益にか

評 なうものである。

また、本事業は幅広い企業、労働者を対象にその実施成果が還元されるも

のであり、公益性は高いものである。

〔官民の役割分担〕

本事業は民間機関の機能や実例を積極的に活用し、民間企業や社会システ

ムの支援をするものである。具体的には、本事業の中心的機関である人材大

国創造総合会議及び人材大国創造地域協議会は産学官の関係者が結集し、総

合的な教育訓練のための指針の策定、地域の人材ニーズを把握・分析し、訓

練コースの開発を行うとともに、大学・大学院、ＮＰＯ、事業主等の民間教

育訓練機関を活用し、委託訓練の実施等各種職業訓練等のほか、企業内にお

価 ける労働者に対するキャリア形成支援の実例を公共が客観的・中立的な立場

から収集・整理し、それらを民間に還元することによるキャリア形成支援シ

ステムの整備を実施するものである。

〔国と地方の役割分担〕

本事業は産学官関係者が結集した各地域の人材大国創造地域協議会を中心

に事業を実施しており、産学官関係者においては、各都道府県の能開行政関

、 。係者も参画しており 国と地方が相まって事業を推進しているところである

〔民営化や外部委託の可否〕

〔官民の役割分担〕のとおり 「各人材の特性に応じた教育訓練機会の提、

」 。供 事業においては民間教育訓練機関への事業委託を積極的に活用している

また 「人材大国の創造に向けた社会・企業の仕組みづくり」事業について、

は、民間におけるキャリア形成支援の実例の収集・整理を客観的・中立的な

立場から行う必要から、公共が行うものであり、民営化や外部委託を行うこ

とは実例の正確な収集の観点から困難である。

〔緊要性の有無〕

厳しい雇用情勢下で、ミスマッチの解消を図るため民間資源を利用しつつ

人材育成を推進していくことは喫緊の課題である。

なお、本事業は地域の必要とする人材養成に直結し、また、離職者訓練に

おいては受講者の再就職を目指すものであるほか、企業におけるキャリア形

成支援を促進するものであり、経済・雇用対策上喫緊に対応すべきものであ

る。

〔他の類似施策（他省庁分を含む 〕）

なし（大学・大学院等の活用において文部科学省と連携 。）

〔社会経済情勢の変化を受けた廃止、休止の可否（継続事業のみ 〕）



本事業については、現在実施している「２１世紀人材立国計画」の事業内

容を見直しの上緊急性を要するものについて実施するものである。

( )有 効 性 〔これまで達成された効果（継続事業 、今後見込まれる効果〕2 ）

２１世紀人材立国計画において達成された効果は以下の通り

① 訓練コースの開発

平成１１、１２年度に合計１０３の訓練コースを開発し、公共職業訓練

等に活用しているところ。具体的には以下の通り。

ⅰ 先導的教育訓練コースの開発 新規成長分野１２分野４６コース

内訳→情報通信関連９コース、新製造技術関連コース８コース、住宅

関連６コース、都市環境整備３コース、新エネルギー・省エネルギー関

連３コース、環境関連４コース、医療・福祉関連２コース、流通物流関

連２コース、人材関連２コース、ビジネス支援関連１コース、生活文化

関連３コース、海洋関連３コース（例 光ファイバ通信インフラ施工コ

ース、住宅リフォームコンサルタントコース、都市緑化プランナーコー

ス、廃棄物リサイクル技術コース等）

ⅱ 新たな事業展開を担う高度な人材の育成事業 ８コース

機械系、電気・電子系、情報系、移住系の４系８コース（例 中堅技

能者の自動化スキルアップ、ＰＬＣによる自動制御システム設計、イン

トラネットによる業務システムの構築等）

ⅲ 地域人材育成推進協議会における訓練コースの開発 ５１コース

各地域の訓練ニーズに見合った訓練コースの開発（例 ＥＭＣ対策設

計技術、ＰＬ法下の電子機器製造技術、 コマース（電子商取引）エンe
ジニア、光ファイバ通信技術等）

② 地域人材育成センターにおける職業能力開発に関する相談援助・情報提

供

・ １２年度実績全国合計２８万３千件

上記結果より、各事業所、労働者へのより効果的な能力開発を支援し

ているところである。

③ 在職者を対象とした能開大での職業訓練

・ １２年度開催コース及び受講者数

７９コース６９８名受講

上記結果より、企業発展の中核となる高度な人材育成を図っていると

ころである。

④ 離職者を対象とした事業主等への委託訓練

・ １２年度受講者 名4999
上記結果より、離職者の能力開発を通じた再就職の促進に役立ってい

るところである。

⑤ 若年社会人に対する異業種交流セミナー

・ １２年度開催セミナー数及び参加者数

４７回開催１１６２名参加

上記結果より、若年社会人に対し、今後のキャリアアップに対する意

識付け、今後必要とする技術・技能などについて意見を交換する場の提

供に役立っている。

⑥ 高齢者創業支援セミナー

ⅰ 平成１１年度結果

・ １１年度開催セミナー数及び参加者数

９回開催受講者３３２名

・ １１年度受講者における動向調査結果（セミナー終了６ヶ月後に実

施、回答者 名）121
創業者 名（ ％）20 16.5
創業準備者 ５名（ ％）4.1
就業者 名（ ％）39 32.2

ⅱ 平成１２年度結果

・ １２年度開催セミナー数及び参加者数



４７回受講者１７５９名（セミナー開催率 ％）100
・ 平成１２年１１月実施のケース（岡山）

・ 受講者 名18
・ 調査時期 １３年６月

・ 創業者６名

・ 写真をメインにした個人の記念誌を作成する印刷製本業を設立

（ 歳男性）52
・ セキュリティー監視カメラを主軸にしたＡＶシステム機器の企画

・設計・施工・販売会社を設立（ 歳男性）59
・ 痴呆性老人のグループホームを設立（ 歳男性）54
・ 建築設計事務所を設立（ 歳男性）42
・ オリーブ茶の卸、蛍光灯反射板の販売等アイデア商品の販売業を

設立（ 歳男性）58
・ 社会保険労務士事務所を設立（ 歳女性）53
・ 創業準備中 ６名

上記結果より、高齢者の多様な職業経験を活かした起業・創業の契機

として役立っているところである。

また、今後見込まれる効果については、上記の通り既に就職、創業等の効

果が発現しているところであるが、今後、既に開発した訓練コースのより幅

広い公共職業能力開発施設や民間教育訓練機関への普及・展開や企業内にお

けるキャリア形成など、一層の効果の発現が見込まれる。

〔効果の発現が見込まれる時期〕

効果の発現については、２１世紀人材立国事業の効果が上記の通り既に発

現しているところであるが 「各人材の特性に応じた教育訓練機会の提供」、

事業に関する効果については１４年度中に発現するもの思われる。しかし、

「人材大国の創造に向けた社会企業の仕組みづくり」事業については、企業

内での労働者のキャリア形成支援が促進されることが見込まれるが、これら

の効果には本事業以外の多種多様な要素が関連することから、その発現の時

期を特定することは困難である。

( )効 率 性 〔単年度の費用〕3
３，４３１百万円（事業全体 ３，５６４百万円）

〔手段の適正性〕

地域の産業等に必要な人材育成を的確に図る上で基本となるのは、地域の

人材ニーズを的確に把握・分析する仕組みを構築するとともに、人材育成を

推進する労働市場のシステムを整備することである。地域の産学官の連携に

よる人材大国総合地域協議会を中心とした本事業の仕組みは、効率的な運用

を目指したものである。

〔効果と費用との関係に関する分析〕

本事業の効果を直ちに金額換算することは困難であるが、

・ 多数の離職者の就職促進を図り、雇用保険の支出を必要な各種経済的

損失を回避できること

、 、・ 多数の者の創業の契機を提供し 当該者の就職促進を図るのみならず

そこに雇用される者の雇用機会の創出も図る

・ 高度な訓練コースを新たに開発し、公共職業能力開発施設で有効に活

用されること

・ その他官民相まっての地域の人材ニーズに即して教育訓練機会提供の

基盤となる産学官の連携の確立及びこれに基づく地域の能力開発に関す

る情報の把握・分析の仕組みが整備されること

・ 企業内におけるモデル的なキャリア形成支援のシステムを整備し、企

業にそのシステムを提供することは、企業側の負担の軽減につながり、

ひいては我が国の人材育成の取組が促進されること等に鑑みるならば、

事業の効率性は高いものと考える



( )そ の 他 「各人材の特性に応じた教育訓練機会の提供」事業において、地域の人材4
ニーズ等に応じた訓練コースを開発し、それに応じた訓練等を実施すること（公平性・優先性

は、人材を効果的に活用するものである。本事業は在職者、離職者に対し支など）

援を行い、単に受益者本人が効果を受益するばかりではなく、失業に伴う社

会的コストの削減、労働力の有効活用をはじめ、産業界が必要とする高度な

人材育成に資するなどミスマッチ解消のための効率的なシステムであり雇用

対策上・経済対策上有益なものである。

関連事務事業 なし

特 記 事 項 〔各種政府決定との関係及び遵守状況〕

「産業構造改革・雇用対策本部 中間取りまとめ （平成１３年６月２６日）」

「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針 （平成１」

３年６月２６日）

〔予算の執行状況（不用、繰越 〕 なし）

〔スクラップ・アンド・ビルドについての考え方〕

本事業は、２１世紀人材立国計画を発展させたものである。

〔会計検査院による指摘〕 なし

〔総務省による行政評価、行政監察の状況〕 なし

〔国会による決議等の状況〕 なし

（警告決議、雇対法等の付帯決議等）

主 管 課 （主管課）職業能力開発局能力開発課 育成支援課

及 び 関 係 課 （関係課）職業能力開発局総務課



（平成１１年度（補正）～平成１３年度）
　　　 　　　  

　　　 　　　  

　　　 　　　  

　　　 　　　  

　　    　　　　　　　　　　　　　人材大国を創造する先導的な取り組みの推進

　　 中期的目標

大学・大学院等の地域の教育資源の最大限の活用
○大学・大学院等も活用した教育訓練コースの開発
整備

人材大国の創造を進めるための先導的な教育
訓練の推進　　２３億円
○人材大国の創造を進めるための多様な教育訓
練機会の確保　２２億円　約１万人
・大学・大学院、NPO等を活用
・職業能力開発大学校と大学・大学院等の連携
○高年齢者等創業人材育成事業の推進　１億円
約5,000人
・高年齢者等創業人材育成のための講習の実施

コミュニティーカレッジ機能の確立
○大学等地域の教育訓練資源を総合的に活用する
ネットワーク機能の確立

先導的な教育訓練の推進による創造的人材等の
育成
○離職者への大学・大学院、ＮＰＯ等あらゆる民
間教育訓練機関を活用した先導的訓練をはじめと
する高度・多様な職業訓練の効果的実施、早期再
就職の促進
○社会人への高度で実践的な職業能力付与の仕組
みの充実

教育訓練の実施成果等の的確な評価の推進
○評価に基づく効果的な教育訓練の実施

○能力開発に関する企業情報の開示方策について
の検討
○能力開発のための定期的休暇付与の促進
○キャリア形成のための時間的配慮、配置等の事
例収集、方策の検討
等　０．３億円

社会・企業の仕組みの確立による労働者の的確
なキャリア形成の実現
○能力開発に関する企業情報等を踏まえた個人の職
業生活設計やキャリア選択の実現
○能力開発に関する事項を含めた雇用契約の内容の
明確化
○能力開発のための定期的休暇付与や時間的配慮等
に係る制度の普及

高年齢者等の創業の拡大、雇用の創出
○高齢者等の職業経験を生かした創業拡大を支援

 平成14年度における対応

　「２１世紀人材立国計画」の成果を踏まえつつ、知識・知恵を生み出す創造的人材が豊富に存在する人材大国の創造に向けた人材育成システム
を構築する観点から、次のような先導的な取組を推進。
①　創造性に富んだ高度な人材を育成するための大学・大学院等を積極的に活用する等教育と職業能力開発を総合的に推進
②　ＮＰＯ等を活用し、地域の企業、労働者、住民のニーズに的確に対応した先導的な教育訓練を推進
③　キャリア形成を促進するための社会・企業の仕組みづくりに向けた先導的な取組を推進

人材大国の創造に向けた推進体制の整備
１１億円
○人材大国創造総合会議（中央レベル）

・職業教育訓練機会の確保に向けた基本的な方
針の樹立等
○人材大国創造地域協議会（地域レベル）
・訓練コースの開発（大学・大学院等の活用、
地域の多様な訓練機会の組合せによる総合化）
・NPO等を活用した教育訓練の実施状況の評価等

 　２１世紀人材立国計画

２１世紀人材育成会議（中央レベル）
○事業の円滑な推進のための方策、発展が見込
まれる分野の人材育成の在り方に関する検討

地域の人材育成推進のための協議会（地域
レベル）
○地域の人材ニーズ等の把握
○地域の産業特性等に応じた教育訓練コースの
開発

地域における事業展開
○人材育成のための教育訓練機会の開発整備
・専修学校等民間機関等を活用した委託訓練の
推進
・職業能力開発大学校における在職者向け高度
訓練の実施
○人材育成の取組に対する特別の支援
・新たな事業展開を行う中小企業の人材育成や
創業を希望する高齢者等を対象とした支援の実
施
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　　　　２１世紀人材立国計画の成果
公共職業訓練を中心とした地域の人材育
成システムの充実
（地域の関係者の連携による地域の訓練
ニーズ把握、公共訓練コースの開発、訓
練実施までのサイクルを着実に整備）

新

規

社会・企業の仕組みづくりに向けた先導的取
組

先導的な教育訓練の推進

推進方針の策定

＊１　経済財政諮問会議「基本方針」・・・「自己啓発の支援、大学・専修学校等が社会人の再教育・再訓練に応える機能（いわゆるコミュニティ・カレッ
ジ）の強化、職業能力評価システムの整備や派遣制度の規制改革等を推進する。」
＊２　産業構造改革・雇用対策本部「中間とりまとめ」・・・「社会人向けの高度な職業訓練の充実等、民間機関や大学・大学院等を活用した高度な人材育
成に速やかに取り組む。」　　「ＮＰＯと行政の連携による経済社会インフラの整備を促進する。」


